
デジタル新時代に向けた新たな戦略
～ 三か年緊急プラン ～

（概要）
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我が国におけるＩＣＴ戦略策定の経緯

①医療、②環境、③ＩＴによる安全・安心な社会（災害対策等）、

④ITS、⑤電子行政、⑥IT経営、⑦豊かな生活（テレワーク等）、

⑧ユニバーサルデザイン社会（字幕放送の普及等）、

⑨インフラ、⑩安心できるＩＴ社会（情報セキュリティ対策等）、

⑪高度IT人材、⑫人的基盤づくり、⑬研究開発、

⑭国際競争力、⑮国際貢献

インフラから利活用へ

先導７分野でのＩＴ利活用の促進

①医療、②食、③生活

④中小企業金融、

⑤知、⑥就労・労働、

⑦行政ｻｰﾋﾞｽ

①インフラ

2005年のｲﾝﾀｰﾈｯﾄ環境整備

・高 速 3,000万世帯

・超高速 1,000万世帯

②電子商取引、

③電子政府、

④人材

e-Japan戦略Ⅱ(2003年7月)

ＩＴ利活用重視

ＩＴ新改革戦略(2006年1月)

ＩＴによる構造改革力の追求

情報通信技術による社会
課題の解決

2001年～ 2006年～ ～2010年

e-Japan戦略(2001年1月)

ブロードバンドインフラの整備

２００５年までに世界最先端のＩＴ国家を実現
２０１０年いつでも、どこでも、誰でもＩＴの恩恵
を実感できる社会の実現

デジタル新時代に
向けた新戦略

・ 3年前の策定時に比べ、インターネット利
用環境等が大きく変化
・ 金融危機など現下の経済情勢を踏まえ、
情報通信による経済活性化が急務

2010年度を待たずに、
緊急対策(3年）を含む
新たな戦略の策定が必要

インフラ、電子商取引等
一部の目標を達成

４分野 ７分野 １５分野
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米英仏韓における情報通信戦略の動き

■オバマ新政権は、“技術・イノベーション戦略”を主要施策の一つと位置付け。
（施策例） ○ 全ての学校、図書館、世帯、病院を世界で最も進んだ通信インフラに接続

○ 電子政府実現に向け、連邦政府全体を統括するＣＴＯ (Chief Technology Officer) を指名
○ 情報技術を活用した医療制度のコスト削減

アメリカ

■英国は、2008年10月、ＩＣＴ分野の新行動計画”デジタル・ブリテン”の策定に着手（2009年1月29日に暫定報告書を公表、
6月に最終取りまとめ予定。）

■ICT分野を「現下の金融危機に対応し、経済成長やグローバル市場での競争優位性を維持するための最重要の分野」と
位置づけ、そのテコ入れのためのブロードバンド基盤整備、コンテンツ市場活性化策等を検討。

■フランスは、2008年10月、包括的なデジタル国家戦略“デジタルフランス2012”を発表。
■“2012年までにＧＤＰに占めるＩＣＴのシェアを6％から12％へ倍増させる”（べッソン・デジタル経済相（当時））ことを目標。

（注）全国民をブロードバンドネットワークに接続可能とする、デジタルコンテンツ制作へのテコ入れなど、 計154項目の施策を盛り込む。

イギリス

フランス

Peter Mandelson ビジネス・企業・規制改革大臣のステートメント
“英国が通信・デジタル技術分野で世界のリーダーとしての地歩を固めることを政府として決定した。現在の金融・銀行危機に対し、 英国が最悪

期を切りぬけ、上方転換に備えるため、デジタル・エコノミーはその中心に位置するものだ。”

【出典】オバマ候補政策 Technology and Innovation (2007年11月)

■韓国は、2008年７月、イ･ミョンバク政権の情報通信産業政策となる“ニューＩＴ戦略”を発表。
■2008年12月に、08～12年（5年間）の「国家情報化基本計画」を策定し、「創意と信頼の先進知識情報社会」を目指して、

ICT産業生産額を267.6兆₩（2007年）から2012年に386兆₩に拡大するなど、5大目標（2大エンジン、3大分野）を設定。アク
ションプランを、09年2月までに策定・発表する予定。

韓 国

Barack Obama 米国大統領
“我々は新しい雇用創出だけでなく、成長のため新しい基盤を作らなければならない。我々は道路や橋、電線やデジタル通信網（digital lines）を作り、

我々の商業を支え、我々の結びつきを強めなければならない。我々は科学を立て直し、技術を活用し医療の質の向上と共にコストを下げる。（中略）我々
の学校や単科大学を新たな時代の要請にあわせるようにする。”（09年1月20日就任演説）
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新たな戦略の策定に向けたスケジュール
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三か年緊急プランの概要

（１） デジタル特区等による三大重点プロジェクトの推進

（２） 産業・地域の活性化及び新産業の育成

電子政府
電子自治体

医 療 教育・人財

※）特定地域で先導的プロジェクトを実施、その成果をベストプラクティスとして全国展開

（３） あらゆる分野の発展を支えるデジタル基盤の整備

現行の情報化投資水準（約２０兆円）を維持するため、

今後３年間で、 ３兆円の追加投資で約５０万人の雇用を創出

施策実施に当たっての留意点

（ⅰ） 情報が紙媒体の形で保管され、「（デジタル化がされておらず）開示や共有ができない」

（ⅱ） データベース化されていなかったり、ネットワーク化されていないことで、情報が「つながらない」

（ⅲ） 制度上の制約やシステムを使用する人間のデジタル活用能力が不十分で、情報や知識の「活用ができない」

以下の「３つの壁」の解消が必要。
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■ ワンクリックで手続完了
添付書類が不要

■ コスト削減効果（官民合計）
・ 引越約1,000億円
・ 退職約1,200億円

国民本位の新しい電子政府・自治体の推進 （ 国民電子私書箱構想 ）

希望すれば、国民（及び企業）の一人ひとりに対し、電子空間上でも安心して年金記録等の個人
の情報を入手し、管理できる専用の口座（国民電子私書箱）を提供し、幅広い分野で便利なワン
ストップの行政サービスが受けられる、世界で最も先進的な「あなただけの電子政府」を実現

政府CIOの設置
◆ 電子政府全体を統括する

役割
（米国オバマ政権CTO*設置）
*Chief Technology Officer 

紙媒体等により
自分の年金記録等
を確認

自治体や事業所
単位に分けて、
従業員の税や雇用
関係の手続を提出

国と地方自治体
が対等に協議し、
一体となって推進
できる体制の整備

◆ 手続のＢＰＲ（全体最適化）

共同基盤の整備

◆ クラウド技術等を活用した
国や地方における共同利
用基盤

国民の利便性向上 実現に向けた
基盤整備

国民電子私書箱とは

ライフイベント毎に
大量の手続

【引越】
・最大26手続、7機関訪問
・添付書類13種類

【退職】
・最大10手続、6機関訪問
・添付書類15種類

■ 従業員のデータを一括送信

■ 確定申告のワンストップ化による
コスト削減効果は約1,700億円

行政機関

電子私書箱

年金保険者等

A市

B市

C市

Ａ企業

市役所

学校

eｔｃ.
地方運輸局

ワンストップの実現

行政の見える化

企業負担の軽減

■ 自分の記録等をいつでも
確認可能

■ 社会保障分野/公共サービス
分野の通知の省略等による
コスト削減効果は約4,600億円

現状 将来

行政情報共同利用
支援センター
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地域医療の再生
生涯を通じた
健康・疾病管理

住民の不安・負担を軽減

医療の安全性の向上

医師不足・偏在
解消に寄与

医師の過重労働
解消に寄与

健康サービス
産業の創造安心・安全な医療

ユビキタス健康医療

日本健康コミュニティ（仮称）構想の実現

医療の質の向上

遠隔産科医療

遠隔画像診断

研究機関、保険者

日本健康情報コミュニティ（仮称）
－ プライバシー、セキュリティに配慮 ｰ

健康情報
を集積・活用

地方自治体

○ デジタル技術を活用した地域医療連携による地域医療の再生

○ 遠隔産科医療、遠隔画像診断等による安全・安心な医療

○ 健康情報の集積・活用の実現による医療の質の向上

○ 健康サービス産業の創出による生涯を通じた健康・疾病管理

ＷＥＢ母子手帳デジタル技術を活用した地
域医療連携

電子カルテ、レセプトシ
ステムの整備

医療機関のブロードバンド
環境整備

医療機関、介護施設

地方自治体

健康サービス産業
助
産
院
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Ｄせ
ｆｄ

サポートセンター

教育専門家等による地域支援
・教育モデルの開発支援
・教育モデルの全国普及
・教育モデルの世界への提案
・産学連携による地域のデジタル人財育成

校務処理負担の軽減

・成績のオンライン一元管理

家庭と地域と学校の連携

・家庭と学校教育連携支援
・住民参加の学習支援

教員のデジタル活用指導力の向上
・「ICT支援員」の配置・派遣の促進
・活用指導力の評価と研修
・e-learningの活用

情報通信技術
の活用

効果の検証

クラウドコンピューティング
（教育・校務処理）

特
徴
あ
る
目
標
、
全
国
複
数
地
域
で
実
施

日
本
発｢

世
界
最
先
端｣

の
教
育
モ
デ
ル
の
構
築

新しい教育基盤の整備
・コンピュータ、校内ＬＡＮ、
超高速インターネット、
地上デジタルテレビ等の整備

・デジタル教科書、デジタル放送
番組等の教育コンテンツの充実

デジタル教育の推進とデジタル活用人財の育成・活用

ＩＴパスポート試験等の活用

・試験制度のさらなる普及、企業における試験制度の活用の促進
産学が連携した高度デジタル人財育成のための取組の促進
・産業界出身教員等の充実・強化
・実践的な教材・カリキュラムの開発・普及
・産学マッチングによる実践的なインターンシップの推進等

時代に即したデジタル技術の習得による人財育成、就労機会の創出

○ 教員のデジタル活用指導力の向上

○ デジタル活用人財の裾野を広げ、教育の質を高めるデジタル教育の実施

○ 地上デジタルテレビ等の新しい教育基盤の整備

○ 高度なデジタル技術を開発・活用する人財（高度デジタル人財）の育成等



ｽﾏｰﾄｳｪｲ

情報

世界に先駆けたグリーン・クラウド
基盤のグローバルハブ化

グリーンIT / グリーン・クラウド

日本が世界の情報の集積地

交通流の円滑化、渋滞の解消により、
CO2排出量を削減し、運輸部門のエネ
ルギー・環境対策を早期実施

・省エネ家電の導入。照明のLED化

・情報通信機器による高度エネルギー管理

・情報通信機器・システム・ネットワークの省
エネ。グリーンパワーエレクトロニクス

・ネットワーク等を活用した環境負荷低減

情報通信機器の省エネと情報通信機器
による社会の省エネの加速化

地域活性化・農林水産業活性化

魅力ある地域産品の市場拡大

ブランド創造

ＢｔｏＣ販路開拓 ＢｔｏＢ販路開拓

にっぽんの農業・食

人材育成

地域活性化
モデル事業

様々な
地域事業者

電波・可視
光通信等の
先端技術

いま、
その時の
街情報

街に特有な
情報・

コンテンツ

消費者・観光客の参
加を得たモデル事業

の実施

地域特化型コンテンツの発信
による地域経済の活性化

ITSの実用化等の加速化

国際連携強化

中小企業等既存産業の基盤整備

我が国のデジタ
ル技術が各国で
受け入れられる、
互恵的な国際連
携・展開

地域ITユーザーと地域ITベンダ
の地域主導による連携を進める
仕組みの早期全国展開。

グリーンIT

・IT産業等による「グリーンIT
ミッション」の派遣（工場やビル
等の省エネ可能性診断等）
・普及啓発セミナーの開催

・IT産業等による「グリーンIT
ミッション」の派遣（工場やビル
等の省エネ可能性診断等）
・普及啓発セミナーの開催

企業情報セキュリティの確保

・情報セキュリティレベル
の自己評価共通基準の策定
・ISMSの導入支援

・情報セキュリティレベル
の自己評価共通基準の策定
・ISMSの導入支援

電子商取引のルールの
共通化

事業者責任、消費者保護等
に関する共通ルールの策定

事業者責任、消費者保護等
に関する共通ルールの策定

共通トラストマーク制度・
紛争処理システム（ADR）の整備・連携

・事業者の信頼性に
係る共通評価基準の
策定
・ADR制度の整備
と域内連携

・事業者の信頼性に
係る共通評価基準の
策定
・ADR制度の整備
と域内連携

域内の産業界・大学等
における標準の普及促
進

域内の産業界・大学等
における標準の普及促
進

IT人材育成支援

アジア域内における高度知識経済圏の構築

デジタル技術・知識の即効性を活かした経済危機克服と
問題解決力を活かした新産業の創造等を実現

デジタル技術の「見える化」

アジア、中南米等の課題
を解決するモデル・シス
テムの構築

アジア、中南米等の課題
を解決するモデル・シス
テムの構築

中小企業の生産性向上、農林水産業活性化、地域活性化、グリーンIT等の地球温暖化等の施策を推進し、
現下の経済危機に対応するとともに、将来の成長に向けた経済基盤を整備。

産業・地域の活性化及び新産業の育成

地域ITユーザー 地域ITベンダ

ビジネスマッチング 連携促進ＩＴ化支援

地域 イノベーションパートナーシップ

情報交流・相互協力

地域 IT経営応援隊事務局

支 援

地方地
方
自
治
体
と
連
携

連 携政 府

農業気象情報

農 家

市況情報

農地監視カメラ

CATV網

気象ロボット
農業気象情報

農 家

市況情報

農地監視カメラ

CATV網

気象ロボット

テレビや情報端
末で情報を入手
し、農業経営に
活用。

ITを活用した農作物
市況・営農情報提供

ASP・SaaSを活用した中小
企業の業務効率化の推進

産業・地域活性化、産業育成

顧客
管理

人事
管理

財務
管理

ASP・ＳａａＳサービスベンダ

インターネット

情報処理サービス
そのものを購入

運用・保守は
サービスベンダ

導入コスト安価、運用・保守コスト負担少

A社ユーザ Ｂ社ユーザ

アプリケーションソフト
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あらゆる分野の発展を支えるデジタル基盤の整備推進

電子行政・医療・教育の最重点分野をはじめとしたあらゆる分野の発展を支える社会基盤を整備し、

環境対策と社会経済の発展を両立する２１世紀型成長モデルを支えるデジタル基盤を構築。

デジタル活用社会におけるハード・ソフトの
基盤整備及び革新的技術等の研究開発等

地上デジタル放送への円滑な移行

デジタル基盤の整備

ブロードバンドインフラ整備

地理空間情報の充実

革新的なデジタル新技術創成のための研究開発

病院図書館

学校

行政機関

三次元映像技術サイネージ技術

三次元位置情報技術

真空チャンバ

デブリシールド

集光ミラー

ﾃﾞﾌﾞﾘとは：ﾌﾟﾗｽﾞﾏからの飛散粒子（ダスト）

反射型マスク

極端紫外線（ＥＵＶ）露光装置

真空チャンバ

デブリシールド

集光ミラー

ﾃﾞﾌﾞﾘとは：ﾌﾟﾗｽﾞﾏからの飛散粒子（ダスト）

反射型マスク

極端紫外線（ＥＵＶ）露光装置次世代半導体基盤技術

革新ネットワーク技術

・超高速
・高信頼
・超省エネ

・IT戦略本部の下に閣僚級の会議「デジタル放送移行完了対策推進会議(仮称）」を設置
・跡地電波等を活用したニューサービス（ITSや移動受信用地上放送など）の展開等

陰）

ヘッドホンひとつで外国人と
コミュニケーション

自動音声翻訳技術
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